
あなたも経営診断ができる（2）
－コンピュータによる製材業経営分析支援システムの紹介－

石　河　周　平

　基本操作についての説明
＜メインメニュー2＞
　システム初期画面で入力したデータに基づき，
経営分析を大まかに行い企業の経営指標からどん
なことが読み取れるかを確認した後，メインメ
ニュー2ではもう少し詳しく問題点の特定を図っ
ていきます。

◎対前年度推移傾向
　ここでは，総資本，純売上高，売上原価率，総

図 5　対前年度推移傾向
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利益率，営業利益率，限界利益率，資本回転率，
労働生産性，従業員1人当たり売上高，労働装備
率，労働装備回転率（機械回転率）などの指標に
ついて対前年度推移傾向をグラフ表示します（図
5）。また生産高に対する原価構成比率を全道平
均と対比させグラフ表示します。これらを使って
の問題点の見つけ方は，「総合判定」の項で説明
します。

◎成長傾向を知る
　ここでは，企業の成長の傾向を調べ，タイプ分
けを行います。これを選択すると必要なデータが
読み込まれ，分析を開始します。具体的には，基

　　　　　　　　表 5　成長性分析　　　　　（％）

図 6　成長傾向
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準年度（Ⅹ＋1期）と最新期（Ⅹ＋3期）におい
て，総資本，人員，売上高，経常利益の各成長か
らどのような傾向が読み取れるかをみるものです
（表 5，図 6）。このことから，成長のタイプを
7タイプに分類し，何に注意をしなければならな
いかを示唆します。Y社の場合，【不健全退化タ
イプ】と考えられます。各タイプ別にどのような
問題点を抱えていると考えられるか，今後の方策
などについてのコメントが出ます。

◎経営資本営業利益率を調べる
　経営資本営業利益率は下のように分解されます。

                      営業利益         売上高
経営資本営業利益率＝―――― ① × ―――― ②
                       売上高          経営資本

　右辺①は売上高対営業利益率，右辺②は経営資
本回転率となり，同一の総資本営業利益率であっ
てもその組み合わせは図7の曲線上に無数にある
ことになります。この組み合わせにおいて，企業
の傾向と今後の課題について示唆を得ることがで
きます。①は購買，生産，販売の結果（営業活動）
を表しており，②は資本の活動状況（資本効率）
を表しています。
　Y社の場合，売上高対営業利益率が元々低い上
に，経営資本回転率が平均1.4回より低い（資本

が十分効率的に運用されていない恐れがある）こ

とから，経営資本対営業利益率を向上させるため

には，①②ともに向上させなければなりません。

◎安全性分析

　ここで，安全性分析を行うに当たり，「経営指

標をみる」（前掲当記事(1)の付録図1参照）の初

期作業で集約貸借対照表（表 6）に必要な数値を

入れることになります。この作業をしていないと

以下の分析はできません。

　この結果，表 7が出力されます。これを基に図

8のグラフが表示され，理想値に対してどのよう

な形になっているのかを確認します。すると，前

期と今期の安全性に関する経営指標が図中に表示

されますので，この数値をメモし質問に従って入

力します。

　後述の経営指標について各々の状態を，

1：非常に良い
2：良い
3：どちらともいえない（普通）
4：悪い
5：非常に悪い

の5段階表示で判定をしています。

図 7　経営資本対営業利益率
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表 6　安全性分析

表 7　安全性分析比率表

図 8　安全性分析
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　先にメモした値を入力することで次の判定を行
います。
　判定は，大創玄のファジーユーティリティーに
よっています。この判定の条件についてメンバー
シップ関数（どのようにファジーであるのかを表
す関数）を図 9の点線で示されるようにあらかじ
め入力してあります。それを基にそれぞれの比率
に対する確信（適合）度（そのことがいえる確か
らしさを 0から 1の数値で表現する）のもっとも
高いもので判断しています。例えば流動比率につ
いてみると「良い（確信度0.86）」（図中実線部）
となります。

（1）流動比率＝165.9％
　流動比率は流動資産と流動負債の割合によって
示されるもので，次に述べる当座比率とともに，
企業の短期的な支払い能力を表すものとして，古
くから金融機関などで重要視されてきた指標です。
流動資産は 1年以内に現金化できる資産を，また
流動負債とは 1年以内に支払期限の到来する負債
を指すものです。この比率が大きいことは， 1年
以内に現金化できる資産の在り高が支払期限の到

来する負債の在り高より大きいことを示している
ので，この比率が大きい方が支払いに余裕がある
ことになります。
　流動比率の理想値として 2対 1との原則という
のがあり，これはこの比率が 200％であることを
指しています。道平均では140％程度ですので，
これについては「良い」値となっています。

（2）当座比率＝95.7％
　流動資産の中に固定性が強く，価値変動のおそ
れがある棚卸し資産やその他の資産が多く含まれ
ている場合には，換金速度（ 流動性 ）が遅くな
り，形式上では支払能力があっても実際の資金繰
りが苦しく，黒字倒産を起こす場合があります。
　そこで流動資産の内，即現金化できる資産（こ
れを当座資産という）と流動負債を比較し，その
割合が 100％以上になればよいという考え方があ
ります。
　即時支払い能力をみるための比率が当座比率で
すが，道平均90％程度からすると，ほぼ平均的な
値となっています。

図 9　ファジー推論のためのメンバーシップ関数
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（3）固定比率（自己資本対固定資産比率）
　＝　41.6％
　投入した資本の内，どのくらいが自己資本で調
達されているかを示すものです。経営の安全性か
らみれば固定資産は自己資本の枠内で調達される
べきですから，その数値は 100％以下であること
が望ましく数値が低いほど安全性は高いとみるこ
とができます。判定の結果では「良い」というこ
とになります。

（4）固定長期適合率＝35.1％
　固定比率が 100％以下になる企業はあまり多く
なく，自己資本に長期他人資本（固定負債）を加
算した合計額対固定資産の割合，固定長期適合率
が 100％以下になることが安全性の見地からいっ
て最小限度必要とされます。(3)同様 ｢良い｣数値
となっています。

（5）自己資本比率＝44.3％
　この比率は総資本に占める自己資本の割合を示
す指標で，企業の安全性からみれば，高い方が良
い指標です。しかし，本道製造業の場合50％とさ
れる目標値を達成できる企業は少なく， Y社の場
合，「普通」と判断されます。

◎限界利益の配分傾向を調べる
　限界利益とは売上高から変動費を引いたもの
で，限界利益から固定費を引いた残りが経常利益
となります（前掲当記事(1)の図3参照）。すなわ
ち，限界利益が出ないと固定費を回収できないわ
けで，一般に限界利益率（ 限界利益÷売上高×
100 ）は 55％以上必要とされています。
　続いて限界利益がどのように使われているの
か，すなわち従業員給料・役員報酬・経費・支払
い利息・経常利益の五つの構成比率（分配率）が
どのようになっているのかをみます（図 10，11）。

（1）従業員給料分配率＝55.8％
　この比率は稼いだ限界利益を従業員の給料・賞
与にいくら使われているかを示しています。一般
1993年9月号

図 10　限界利益の配分傾向－1

図 11  限界利益の配分傾向－2

に，この値は30％程度であるべきといわれていま
すが，従業員給料は一般水準を大きく下回らない
ことも質の良い労働力確保の上から大切なことで
す。

　注）「北海道における中小企業の経営指標・工
業編」(前掲当記事(1) )には役員の人数・経費の
取扱いが本道の中小企業の特徴から従業員に含め
ています。すなわち，従業員 1人当たり加工高・
生産高，従業員 1人当たり人件費がそうです。全
道平均との比較から前述の指標の算出に当たって
はこれに従っていますが，限界利益の分配の項で
は従業員給料と役員報酬は分離して計算するよう
にしています。
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（2）役員報酬＝15.0％

　自企業の収益性を検

討する上で，従業員給

料と役員報酬は明確に

区分されるべきでしょ

う。大企業の場合，相

対的に役員報酬は小さ

くなりますが，中小企

業の場合はかなり大き

いものとなります。一

般には 4％程度が基準

とされているようで

す。そもそも限界利益

率が低い上に，非常に

役員報酬が高いといえ

ます。

（3）経費＝12.6％
　この経費には固定費の内，従業員給料ほか，役
員報酬を除いたものに，営業外損益を加えたもの
です。この分配基準が40％程度とされていること
からすると，非常に良好な値となっています。

（4）支払い利息＝－0.13％
　この値は 4％程度が基準とされていることか
ら，非常に良好な値となっています。

◎損益分岐点分析＝83.5％
　損益分岐点とは企業の収支の境目，すなわち収
益と費用が均衡する売上高をいい，これ以上に売
上高が伸びれば利益が出るし，これ以下に売上高
が落ちれば損失が生じるということになります。
よって損益分岐点（率）は低ければそれだけ企業
に余裕があることになり，「良い」と判断されま
す。
　平均値では 90％程度であり，単純に1年間の稼
働日数を 280日とすれば， 252日（ 280日×0.9 ）
までは費用を賄うために工場を稼働させているこ
とになります。

図 12　損益分岐点分析

　損益分岐点は以下の式で求められます。

　この項を選択すると，財務諸表から自動作成さ
れた固定費，変動費から図12のグラフが作成され
表示されます。グラフで貴社の損益分岐点を確認
してください。自動的に作成されるこのグラフの
値は最新の期についてのみですが，

で， nを選択するとシミュレートのための数値入
力画面が出るので，ここであらかじめ出力したリ
ストから別の期について分析をすることも，また
目標とする損益分岐点のために固定費・変動費・

図 13　損益分岐点率の判定規準
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売上高をどのように変化させたらいいか検討でき
ます。  損益分岐点率をみる判断基準として，通
常図13に表されるようにいわれています。本道製
材工場の場合，黒字企業であっても若干それより
も悪いところで推移しています。道平均値でみる
と，92.3％となっています。
　最新の期について表示されている損益分岐点率
をメモし，次に質問される損益分岐点率を入力し
てください。それをもとに，貴社の損益分岐点率
が適当なものかを判断し，推論結果を表示します。
 Y社の場合には 83.5％で，本道製材業としては
「良い」と判断されます。

◎必要経営資本利益率
　この項を選択すると，上記項目を計算するため
にいくつかの項目について質問が出されます。
　まず，資本利益率が高いかどうかを検討すると
きに，業界平均値でその企業の大まかな位置をみ
ることがあげられます。さらに重要なことは，必
要な利益率をおさえることです。
　必要経営資本利益率は，必要経営純利益（営業
活動によって生じた純利益）と経営他人資本（営
業活動に投下運用された他人資本の利息）の合計
といえます。必要経営資本利益率は以下の式によっ
て計算されます。

必要経営資本利益率

　必要経営資本利益率は①～③に分解されます。
①は経営資本必要純利益率，②は利子の支払いを
要する他人資本に対する利子の割合，③は経営資

1993年9月号

本の内で経営利付き他人資本が占める割合になり
ます。
　以上①～③についてあらかじめ打ち出されてい
るリストから，大創玄の解説に従って入力をして
いきます。
　このことから，必要な利益率は自己資本の期待
利子率を 8％とすると，14から15％と計算され，
現状の利子率 2.4％をみると，非常に努力を要求
されていると判断がなされます。

　総合分析
　以上，各項目についての分析内容とそれに伴う
コメント類を紹介しましたが，これら個別に得ら
れた資料から，その企業にとって何について検討
しなければならないかを分析しなくてはなりませ
ん。
　この部分については，エキスパートシステムは
まだ構築されていないので，各自で資料に基づい
て分析を行うのですが， Y社についての読み取り
を私なりに試みてみます。

（1）ステップ 1
　＜メインメニュー2＞の「成長傾向を知る」の
ところで，会社の成長傾向をみました（表 5 参
照）。この企業の場合，経常利益の悪化がみら
れ，資本が成長しているにもかかわらず，すなわ
ち経営規模が拡大しているにもかかわらず，売上
高，経常利益ともに落ちています。このことか
ら，Y社は【不健全退化タイプ】と判断されまし
た。まず，企業成長に健全性がないと認識する必
要があります。

（2）ステップ 2
　次に，＜メインメニュー 2＞の「対前年度推移
傾向」のところで述べたこの推移傾向（前掲当記
事(1)図4並びに表 7参照）をみると，売上原価率
が若干下がっていることで総利益では上昇してい
ますが，販売管理費率が大きく上昇しているため
に営業利益率が落ち込んでいます。販売管理費率
に焦点を当てて分析する必要があります。＜メイ
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表 8　損益分岐点分析表

ンメニュー2＞の「限界利益の配分傾向を調べる」

のところでも指摘しましたが，従業員給料，役員

報酬が著しく大きいことが一つの問題です。

（3）ステップ 3

　限界利益率＝(売上高－変動費)／売上高が17.2

％と低いことがそもそも問題で（表 8），変動費

の多くを占める製造原価項目をみてもこの比率に

特に悪いところはなく，製品原価が低く押さえら

れてる現状から，売上高が伸び悩んでいる姿を反

映していると考えられます。

　また，資本回転率が落ち込んでいるのは，資本
の伸びが急であったためと考えられ，売上高の規
模に対して，投下資本が過大である可能性があり
ます。

（4）ステップ 4
　労働生産性が落ち込んでいることも気にかかり
ます。
　このことから，機械設備は充実したが，設備が
十分有効に活用し切れていないことが考えられま
す。

　おわりに
　経営指標には過去の生産循環（財の購入，生

産，販売）の中で，会計期間内に行われた日々の

行為・足跡の集積が示されているわけです。

　「単位売上高に占める製造・販売にかかるコス

トを低下させれば儲けは出る」という当たり前の

ことを実現させるために，一般的にいえること

は，生産性を悪化させている事象を排除し，日々

の製造コストを相対的に低下させ，不必要な販売

管理費用の見直しや圧縮を図ることです。また原

料調達の面からいえば，木材業特有の問題がある

にせよ，せっかくの儲けを食い潰す金利負担は低

減しなければなりません。これらのことを，総合

的に科学的に検証してこそ，儲けが出てくると考

えられます。

　経営分析システムとして真に要求されているも

のは，総合分析を効率的に行えることですが，現

在のところこの問題については徐々に改良してい

きたいと考えています。また，開発の時間的な効
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率を上げるために，各種アプリケーションを組み
合わせて処理をしていますので，実行するために

はそれらアプリケーションを用意しなくてはなり

ません。これらアプリケーションはかなり高価な

ものなので，いずれはこれらアプリケーションに
依存しないソフトの形態に変更し，ユーザーイン

ターフェースも改良し，また判断推理・分析のルー

ルを充実させシステムの改良を図っていきたいと

考えています。
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